
















平成 27 年度  
 
松井  優子  
 
人間総合科学研究科  生涯発達科学専攻  
 
背景  
民間企業における障害者雇用率は 2 .0％、つまり従業員 50 人に対して
1 名の障害者雇用が定められている。企業における障害者雇用の取組は
高まっており、大企業のみでなく中小企業でも障害者雇用が進みつつあ
る。民間企業に雇用されている障害者の数は約 43 .1 万人で、前年より
5.4％増加し、11 年連続で過去最高となった（厚生労働省、2014）。雇用
者のうち、身体障害者は約 31 .3 万人（対前年比 3 .1％増）、知的障害者






























































研 究 1： 知 的 障 害 者 を 雇 用 す る 特 例 子
会 社 の 現 状 と 企 業 活 動 に 及 ぼ す 影 響
（ 質 問 紙 調 査 票 を 用 い た 量 的 研 究 ）  
研 究 2： 知 的 障 害 者 を 雇 用 す る 特 例 子
会 社 の 組 織 構 築 過 程 （ イ ン タ ビ ュ ー ガ
イ ド を 用 い た 質 的 研 究 ）  
研 究 3： 知 的 障 害 者 と と も に 働 く 従
業 員 の 職 務 満 足 感 に 関 す る 研 究 (質
問 紙 調 査 票 を 用 い た 量 的 研 究 )  
研 究 4：知 的 障 害 者 と と も に 働 く 従 業
員 に 求 め る 経 験 、 資 質 に 関 す る 研 究
(イ ン タ ビ ュ ー ガ イ ド を 用 い た 質 的 研
究 )  
研 究 5： 企 業 内 ジ ョ ブ コ ー チ か ら 見 た
知 的 障 害 者 と と も に 働 く こ と の コ ン ピ
テ ン シ ー に 関 す る 研 究 （ 質 問 紙 調 査 票
を 用 い た 量 的 研 究 ）  
研 究 目 的 と 構 成  




ら第 3 章で構成した。第 1 章では、特例子会社における知的障害者と一
緒に働く従業員の背景と問題提起をおこなった。第 2 章は先行研究の文
献研究とした。第Ⅱ部は、実証研究として研究を 2 つの章である第 1 章、
第 2 章で構成している。第 1 章では特例子会社という組織からみた障害
者雇用について、研究１、研究 2 を扱い、第 2 章では特例子会社で知的
障害者社員とともに働く従業員と障害者雇用について、研究 3、研究 4、

































































身の変化や抑制に関する項目の 2 つに分類された。  
相違点は、技術的、専門的な能力に関する点と、自分の信念の尊重と
いう点だった。技術的、専門的な点については、障害に関する知識や経
験を求めるかに関して必要であると回答した企業は少なく、あってもよ
いがそれにはこだわらないとする企業が多かった。また、自分で物事の
判断を行い、信じるところを守り通すといった自身の信念の尊重に関し
ては、他人の受け売りやステレオタイプの障害特性の知識から判断する
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のではなく、直接知的障害者と会話し、仕事の様子を自分の目で見て、
ニーズに合わせた指導やサポートをしていくという意気込みが伝わって
きた。  
企業内ジョブコーチが、その役割として意識していることは 職場定着
と親会社を含めた周囲の理解を深めていくことの 2 点であった。職場定
着については、知的障害者社員が働くことの楽しさを感じることや成長
することに注意が向けられていた。社会人としてのルール、マナーに関
しては、健常者職員と同じ理念で教育を行っていることや、障害者とし
てではなく、一人の人間として尊重し、一社会人としての成長を考える
ことを大切にしている意見が多くみられ、「手を出しすぎない、やってあ
げるではなく、できるように導く」努力をしていた。  
また、親会社の理解を深めていくことに関しては、親会社と障害者社
員関わりは少ないため、障害者雇用の基本的なこと、障害者が行えてい
る業務や仕事を通じて成長できている点を伝えていくことを役割と考え
ている人が多かった。  
